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表 2 強制換羽処理による休産日数及び体重減少率
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1 は  し 力`  き

近年,採卵養鶏経営は低収益性の傾向にあるので,生産
コストを圧縮して適正利潤を確保することが極めて重要に

なつてきた。

中でも採卵鶏の経済寿命が延長できればヒナの更新費用

の節約が可能であり,経営の安定確保に有益な役割を果た

すことが期待される。よって,採卵鶏の長期利用飼養の技

術確立をはかるために,強制換羽を取り入れて経済寿命延

長に関する試験を行い,養鶏経営の効率改善について検討
した。

2 試験材料及び試験方法

1 試験区分及び供試材料
試験区分及び供試材料等は表 1に示した通りであるが,

飼養管理は農家に普及している技術水準で無淘汰で実施し

た。

表 1 試験区分及び処理

飼養条件

処理方法 : 強制換羽の処理方法は,初 日から3日 絶

水・ 7日 絶食を同時に行なつた。 4日 目から給水・ 8日 日

から復食をさせたが,復食初日の1羽当りの飼料給与日量

は 20′ として,以後は 1日経過するごとに 1羽当り20夕 を

増量して徐々に復食させた。

点灯は処理初日から中止して換羽を促進させたが,絶食

終了日から3週後に14時間の点灯を再開し,強制換羽後の

産卵再現を促進するように配慮した。

6 試験結果及び考察

1 強制換羽による休産日数及び体重減少率
休産日数(表 2)は 2区が最も短かく3区が最も長かった。

個体のパラツキは 2区が最も大きかつた。叉,体重減少率

(表 2)は ,ほ 2ゞ0%前後で強制換羽には妥当な水準と考

えられる。なお,休産日数と体重減少率の相関は認められ

なかったことを付言しておく。
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4区

各区共通

無淘汰でケ
ーシ飼育

14時間の点
灯

店架麟倉響
注.衛生処置は,FP,NDヮ クチン接種のみである。

2 強制換羽の処理
処理時期 : 供試鶏の産卵率が60%を下回つてから1

週経過した 520日 令時点に強制換羽の処理を行つた。

表 6 全期間 の生産性

区 分

2生 産 性
全期間の生産性 : 各試験区は供試鶏が異なるので,
全期間の生産性 (表 3)は それなりの反応差がみられた。

その要因としては,供試鶏の銘柄による性能的な違いと,

更に銘柄によつて技術の適応範囲が異なることを意味して

いるのではないかということが考えられる。
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試験区分毎に全期間の生産性を比較してみると,項目に

よってよい試験区が入れ変っているが,全般的には 2区が

優れ,次いで1区≒ 3区で,4区が最も劣る成績であった。
1年目に対する全期間の生産性 : 採卵鶏の利用飼養

期間による差違を把握するために, 1年 目を短期利用,全

期間を長期利用という意味で, 1年 目に対する全期間の生

産性 (表 4)の増減を求めると,増減の度合いは試験区に

よる相違がみられたが,全般的な傾向としては,平均卵重
は約 2夕 程度増加したのに対して,産卵率が約 9%程度落
ちこんだので産卵日量は約 4′ 程度低下した。

飼料摂取日量はほゞ同水準であったので,飼料要求率は

02～ 04の 範囲で成績がやや低下した。1年 目に対して全

期間の生産性はやや低かつたが,こ の程度の低さであれば

とくに問題はないとみられる。

表 4 1年 目に対する全期間の生産性増減

評価してみると,全期間では 2区が最高で941円,次いで
1区, 3区の順で, 4区は 842円の赤字で最も悪かった。

1年目に対して 2年 目の1日 1羽当りの粗収益は大きく,

その要因としては産卵の落ち込みによる収入減よりも, ヒ

ナ更新費用が不要であつたからそれによる支出減が著しく

大きかったことによるものである。

長期利用飼養の経済効果 : 長期利用飼養による経済
効果の価値判断をするために, 2年 目の粗収益を1年 目の

粗収益で除して収益倍数 (表 5)を算出してみた。
収益倍数が大きければ大きい程長期利用飼養の経済効果

が大きいことを意味する。

4区は全期間が赤字であるから除外したが, 3区は最も

大きく128倍,2区は365倍 , 1区 は103倍であった。
すなわち長期利用飼養の経済効果は3区 と2区に認められ,

なおかつ 1区にもその傾向がうかがわれた。

以上の結果により,採卵鶏の長期利用飼養は,養鶏経営
の効率改善に効果的な役割を果たすことが明確になり,適
正利潤の確保に大きな期待をもつことができよう。

叉,1年 目の粗収益は極めて少ないことが判明したので,

短期更新の経営対応の実勢では低収益性から脱却すること

は難しいものとみられるので,少なくとも採卵鶏の長期利

用飼養にアプローチする経営努力が必要であろう。

4 ま  と  め

採卵鶏の長期利用飼養は,強制換羽の技術的な処理を要
するが, ヒナ更新費用が節減されることによつて粗収益が

高まり,有利な経営の確保ができることを明確にすること

ができた。従って,経済性を軸として幅広く期待されるも
のがある。

厳しい経済環境の下で適正利潤を確保することは容易で

はないにしても,卵価水準に見合った生産費用に圧縮する

必要があり,複合経営を指向する中小規模の飼育階層 (養

鶏農家 )に あつては,採卵鶏の短期更新の実勢を長期利用

飼養に切り替えるか,またはこれに近づけるための努力に

期待をかけたい。

長期利用飼養に必要な技術は,本試験の処理方法によつ

て対応できるものと思考されるので,実施するに当っては,

経済的な諸条件 を検討するとともに,採卵鶏の品種,銘柄
の特性や性能を引き出すための飼養管理技術対応に留意し

て経営改善のために,以上の結果を有効に活用して欲しい

ものである。

注.△ は減を示す。

2経 済 性
全期間の経済性 : 全期間の経済性は生産性の度合い
によって異なるが, 1羽当りの粗収益 (表 5)で経済性を

表 5 1羽 当り粗収益

房
1年 目
(円 )

2年 目
(円 )

全 期間

(円 )

収 益 倍 数
(2年目/1年目)
(倍 )

1区

2区

3区

4区

3387

2122

△ 472

△7582

343 1

773 ,

605 5

∠ゝ 48 9

676 1

941 3

5481

△ 842 2

1 03

365

12 83

こ 1)収入は鶏卵と廃鶏の売上高のみとした。支出
はひな購入費と飼料費に限定した。
2)価格の算出基礎 :
鶏卵は農林水産省「 農村

の物価と賃金」によ
る農家庭先渡価格。
廃鶏は売払い時点の実価格。
ヒナ購入費は各ふ化場の実勢価格。

飼料費は農林水産省畜産局流通飼料課「 飼料
月報」による小売店頭価格。


